
建設業者として守るべき主な事項（許可取得後の義務等）
※以下に記載しているのは建設業法等で定められた事項のいくつかを抜粋し
たものであって、全てを網羅しているわけではありません。

§１ 建設業法とは

１．目的及び適用範囲
建設業を営む者の資質の向上、建設工事の請負契約の適正化等を図るこ 法第1条

とによって、建設工事の適正な施工を確保し、発注者を保護するとともに、
建設業の健全な発達を促進し、もって公共の福祉の増進に寄与することを
目的とする。

建設工事の完成を請け負うことを営業とする者に適用される。

２．用語の定義
・「建設工事」…土木建築に関する工事で、別表の第１欄に掲げるものを 法第2条

いう。
・「 建 設 業 」…元請、下請その他いかなる名義をもつてするかを問わず、

建設工事の完成を請け負う営業
・「建設業者」…第三条第一項の許可を受けて建設業を営む者
・「下請契約」…建設工事を他の者から請け負つた建設業を営む者と他の

建設業を営む者との間で当該建設工事の全部又は一部に
ついて締結される請負契約

・「 発 注 者 」…建設工事の最初の注文者
・「元請負人」…下請契約における注文者で建設業者であるもの
・「下請負人」…下請契約における請負人
（参考）
・「建設業を営む者」…建設業者、許可を受けないで建設業を営むことが

できる者、無許可業者の総称。
・「請負」…請負は、当事者の一方がある仕事を完成することを約し、相 民法第632条

手方がその仕事の結果に対してその報酬を支払うことを約す
ることによって、その効力を生ずる。

・「雇用」…雇用は、当事者の一方が相手方に対して労働に従事すること 民法第623条
を約し、相手方がこれに対してその報酬を与えることを約す
ることによって、その効力を生ずる。

§２ 請負契約

１．下請契約の締結の制限 法第16条
特定建設業の許可を受けた者でなければ、その者が発注者から直接請け

負った建設工事を施工するために、下請契約の額の総額が4,500万円※（建
築工事業にあっては7,000万円※）以上となる下請契約を締結してはなら
ない。
※令和５年１月に建設業法施行令が改正され、金額が変更。

２．元請・下請関係 法第19条
（１）建設工事の請負契約の内容

建設工事の請負契約の当事者は、契約の締結に際して、次に掲げる事項
を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しなければならな
い。

（２）不当に低い請負代金の禁止 法第19条の3
注文者は、自己の取引上の地位を不当に利用して、その注文した建設工

事を施工するために通常必要と認められる原価に満たない金額を請負代金
の額とする請負契約を締結してはならない。（注文者とは民法上の注文者
のことで、発注者のみならず下請契約における注文者たる元請負人も含
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む。）

（３）不当な使用資材等の購入強制の禁止 法第19条の4
注文者は、請負契約の締結後、自己の取引上の地位を不当に利用して、

その注文した建設工事に使用する資材若しくは機械器具又はこれらの購入
先を指定し、これらを請負人に購入させて、その利益を害してはならない。

（４）著しく短い工期の禁止 法第19条の5
注文者は、その注文した建設工事を施工するために通常必要と認めら

れる期間に比して著しく短い期間を工期とする請負契約を締結してはなら
ない。

（５）下請代金の支払 法第24条の3
イ 元請負人は、請負代金の出来形部分に対する支払又は工事完成後にお

ける支払を受けたときは、下請負人に対して、支払を受けた日から１月
以内で、かつ、できる限り短い期間内に支払わなければならない。

ロ 前項の場合において、元請負人は、同項に規定する下請代金のうち労
務費に相当する部分については、現金で支払うよう適切な配慮をしなけ
ればならない。

ハ 元請負人は、前払金の支払を受けたときは、下請負人に対して建設工
事の着手に必要な費用を前払金として支払うよう適切な配慮をしなけれ
ばならない。

（６）検査及び引渡し 法第24条の4
イ 元請負人は、下請負人から建設工事が完成した旨の通知を受けたとき

は、その日から20日以内で、かつ、できる限り短い期間内にその完成を
確認するための検査を完了しなければならない。

ロ 元請負人は、上記イの検査によって工事の完成を確認した後、下請負
人が申し出たときは、直ちに当該建設工事の目的物の引渡しを受けなけ
ればならない。

（７）不利益取扱いの禁止 法第24条の5
元請負人は、当該元請負人について第19条の3、第19条の4、第24条

の3第1項、前条又は次条第3項若しくは第4項の規定に違反する行為があ
るとして下請負人が国土交通大臣等、公正取引委員会又は中小企業庁長
官にその事実を通報したことを理由として、当該下請負人に対して、取
引の停止その他の不利益な取扱いをしてはならない。

（７）特定建設業者の支払代金の支払期日 法第24条の6
特定建設業者は、注文者から支払を受けたか否かにかかわらず、工事完

成の確認後、下請負人から工事目的物の引渡しの申出があったときは、申
出の日から50日以内で、かつ、できる限り短い期間内に支払わなければな
らない。

（８）下請負人に対する特定建設業者の指導 法第24条の7
発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、参加している全

ての下請負人が、その建設工事の施工に関し、建設業法又は建設工事の施
工若しくは建設工事に従事する労働者の使用に関する法令の規定に違反し
ないように指導に努めるものとする。

（９）施工体制台帳等の整備 法第24条の8
特定建設業者は、発注者から直接建設工事を請け負った場合において、

下請契約の総額が4,500万円※（建築工事業にあっては7,000万円※）以上
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になるときは、工事現場ごとに施工体制台帳を備え置き、施工体系図を工
事現場の見やすい場所に掲示しなければならない。
※ 公共工事の受注者については、「見やすい場所」を「工事関係者が見 入契法第15条

やすい場所及び公衆が見やすい場所」とする。
公共工事の受注者は、作成した施工体制台帳の写しを発注者に提出し

なければならない。

※令和５年１月に建設業法施行令が改正され、金額が変更。

３．一括下請負の禁止 法第22条
（１）建設業者は、その請け負った建設工事をいかなる方法をもってするか

を問わず、一括して他人に請け負わせてはならない。

（２）建設業を営む者は、建設業者が請け負った建設工事を一括して請け負
ってはならない。

（３）共同住宅を新築する建設工事以外で、元請負人が、あらかじめ発注者
の書面による承諾を得たときは、上記（１）、（２）は適用されない。

※ 公共工事については、建設業法第２２条第３項（上記（３））は、適 入契法第14条
用されない。（一括下請負は一切認められない。）

４．主任技術者及び監理技術者の設置等
建設工事の適正な施工を確保するために、工事現場に一定の施工実務の 法第26条

経験又は一定の資格を有する者を置いて、工事の施工の技術上の管理を行
わなければならない。

（１）主任技術者
元請又は下請のいかんを問わず置かなければらならない技術者。

（２）監理技術者
発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者が、下請契約の総額

が4,500万円※（建築工事業にあっては7,000万円※）以上になる場合に置
かなければならない技術者。

※令和５年１月に建設業法施行令が改正され、金額が変更。 令第27条
（３）上記（１）、（２）については、公共性のある施設若しくは工作物又 参照

は多数の者が利用する施設若しくは工作物に関する重要な建設工事で政
令で定めるものについては、工事現場ごとに専任の者でなければならな
い。

（４）土木一式工事又は建築一式工事を施工する場合において、それぞれの 法第26条の2
一式工事以外の専門工事を施工するとき、又は許可を受けた建設業に係
る工事に附帯する他の建設工事（軽微な建設工事を除く。）を施工する
ときは、その建設工事に関して主任技術者に相当する者（専門技術者）
を置いて自ら施工する他は、その建設工事に係る建設業の許可を受けた
建設業者に施工させなければならない。

§３ 標識の設置及び表示の制限

建設業者は、その店舗及び建設工事（発注者から直接請け負ったものに 法第40条
限る。）の現場ごとに、公衆の見やすい場所に標識を掲げなければなら 規則第25条
ない。 法第40条の2
建設業を営むものは、許可を受けた建設業者であると明らかに誤認さ

れる恐れのある表示をしてはならない。

3



§４ 建設業の許可

１．許可制度 法第3条
建設業を営もうとする者の資質の向上を図るため、施工能力、資力、信

用があるものに限り、その営業を認める制度。２９の建設工事の種類ごと
に許可を与える業種別許可制度が採用されている。軽微な建設工事（※２）
のみを請け負うことを営業とする者は適用除外となる。
※１解体工事業の新設については、平成２８年６月施行。
※２「軽微な建設工事」について 令第1条の2

工事一件の請負代金（※３）の額が建築一式工事にあつては1,500万円
に満たない工事又は延べ面積が 150㎡に満たない木造住宅工事、建築一式
工事以外の建設工事にあつては500万円に満たない工事。
※３工事一件の請負代金について

工事一件の請負代金の額は、同一の建設業を営む者が工事の完成を二以
上の契約に分割して請け負うときは、各契約の請負代金の額の合計額とす
る。ただし、正当な理由に基づいて契約を分割したときは、この限りでな
い。

注文者が材料を提供する場合においては、その市場価格又は市場価格及
び運送賃を当該請負契約の請負代金の額に加えたものを第一項の請負代金
の額とする。

２．許可行政庁（大臣許可と知事許可）
「国土交通大臣許可」…二以上の都道府県の区域内に営業所を設けて営業 法第3条

しようとする場合。
「都道府県知事許可」…一の都道府県の区域内にのみ営業所を設けて営業

しようとする場合。
※ 両者の区別は、行政庁の許可事務の執行又は監督上の便宜により分け

られたものであり、法律上の効果は全く同じであり、営業できる区域又
は建設工事を施工できる区域についての制限はない。

「営業所」とは、本店、支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結
する事務所をいう。臨時的に設置される工事事務所、作業所等、又は単
なる連絡所は該当しない。

３．許可の区分（特定建設業と一般建設業）
建設業の許可は、特定建設業の許可又は一般建設業の許可の区分に分け 法第3条

て行なわれる。区分の内容は、
① 発注者から直接請け負った１件の建設工事について、その工事の全部 令第2条

又は一部を、下請代金の額（その工事に係る下請契約が２つ以上ある
ときは、その総額）が4,500万円※（建築工事業については7,000万円※）
以上となる下請契約を締結して施工しようとする者が受けなければなら
ない許可…〔特定建設業の許可〕

② それ以外の者が受けなければならない許可……〔一般建設業の許可〕
となる。

①の許可を受けた者を特定建設業者といい、②の許可を受けた者を一般
建設業者という。

特定建設業の許可を受けた者は、下請負人保護のために特別の義務が課
される。

※令和５年１月に建設業法施行令が改正され、金額が変更。
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４．許可業種（どの業種の許可を受ければよいか)
建設業法では、広範多岐にわたる建設業を、建設工事の種類毎に２つの 法第3条

一式工事業と２７（※）の専門工事業の合計２９業種に区分し、その業種
毎に許可を与えることを定めている。

例えば、１件の請負代金の額が500万円以上の大工工事を請け負って営
業しようとするときは、大工工事業の許可を受けなければならない。

また、大工工事業以外の、例えば管工事業の許可を受けていたとしても、
500万円以上の大工工事を請け負って営業すれば、無許可営業となる。

ただし、許可を受けた建設業者が、その許可を受けた業種の建設工事を 法第4条
請け負う場合に、その建設工事に従として附帯する他の種類の建設工事を
一体として請け負うことは差し支えないこととされている。

※ 解体工事業の新設については、平成２８年６月施行。

５．許可申請の取扱い
（１）許可申請の却下及び許可の拒否

明らかに不適式な許可申請であるとき等は許可申請の却下を行う。受付
後、許可の基準に適合しているときは許可を行い、適合していないときは
許可の拒否を行う。

（２）許可申請の取り下げ
すでに許可申請をした者が、その申請者の都合によりその許可申請を取

り下げようとするときは、許可申請の取下げ願書を提出する。

(1)、(2)の場合とも、許可手数料については還付されない。

６．許可の更新
建設業の許可の有効期間は、許可のあった日から、５年目の許可があっ 法第3条

た日に対応する日の前日（応答日が日曜日等の休日であってもその日）を 第3項、
もって満了する。したがって、それ以後も引き続いて建設業を営もうとす 規則第5条
る者は、許可の更新を受けなければならない。

この場合、当該許可の有効期間が満了する日前３０日までに、許可の更
新のための申請書を、新規に許可を受ける場合と同様の手続で提出するこ
と。

なお、許可の効力の発生は許可の行われた時点であるので、許可のあっ
た日においても営業を行うことができる。

７．許可換え
許可を受けた後、営業所の新設、廃止、所在地の変更等により、許可行 法第9条

政庁を異にすることとなった場合には、新たな許可行政庁より新たに建設
業の許可を受けることが必要である。この場合、従前の許可は、新たな許
可を受けたときに効力を失う。

(1) 大臣許可 → 知事許可
(2) Ａ知事許可 → Ｂ知事許可
(3) 知事許可 → 大臣許可
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８. 廃業等の届出
次表の左欄に掲げる事項の一に該当するに至った場合は、同表の右欄に 法第12条

掲げる者は、３０日以内に許可を受けた行政庁に所定の様式によりその旨
を届け出なければならない。

廃業等の届出事項 届出をすべき者
1. 個人である建設業者が死亡したとき その相続人
2. 法人が合併により消滅したとき その役員であった者
3. 法人が破産手続開始の決定により解散 その破産管財人

したとき
4. 法人が合併又は破産手続開始の決定以 その清算人

外の事由により解散したとき
5. 許可を受けた建設業を廃止したとき 法人であるときはその役員、

個人であるときはその者

９. 申請区分別提出書類及び添付書類
（１）申請区分

許可申請は以下の９種類の中から該当するものを選ぶこと。
①新 規

現在、有効な許可をどの許可行政庁からも受けていない場合。
②許可換え新規

この申請書により許可を受けようとする行政庁以外の許可行政庁から、現在有効な許
可を受けている場合。

③般・特新規
ア. 一般建設業の許可のみ受けている者が、新たな特定建設業の許可を申請する場合。
イ. 特定建設業の許可のみ受けている者が、新たに一般建設業の許可を申請する場合。

④業種追加
ア. 一般建設業の許可を受けている者が、他の建設業について一般建設業の許可を申請

する場合。
イ. 特定建設業の許可を受けている者が、他の建設業について特定建設業の許可を申請

する場合。
⑤更 新

すでに許可を受けている建設業をそのまま続けようとする場合。
⑥般・特新規＋業種追加

区分３と４を同時に申請する場合。
⑦般・特新規＋更新

区分３と５を同時に申請する場合。
⑧業種追加＋更新

区分４と５を同時に申請する場合。
⑨般・特新規＋業種追加＋更新

区分３と４と５を同時に申請する場合。
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（２）変更等の届出
ア．事実の発生したときから２週間以内に提出するもの (法第１１条第４項及び第５項)

① 常勤役員等（経営業務の管理責任者）に変更があったとき
② 専任の技術者に変更があったとき
③ 令第３条に規定する使用人になったものがあるとき
④ 経営業務の管理責任者等、専任の技術者が要件を欠いたとき、若しくは申請者、申

請者の役員、並びに令第３条に規定する使用人が法第８条の欠格要件に該当すると
き

⑤ 健康保険等の加入状況

イ．事実の発生したときから３０日以内に提出するもの (法第１１条第1項)
① 商号又は名称を変更したとき
② 営業所の名称又は所在地を変更したとき
③ 法人の資本金額 (出資総額を含む) 及び役員の氏名に変更があったとき
④ 個人の事業主又は支配人の氏名に変更があったとき
⑤ 営業所を新設したとき

ウ．毎営業年度経過後４ヶ月以内に提出するもの (⑤、⑥については変更があった場
合のみ。法第１１条第２項及び第３項)

① 工事経歴書
② 直前３年の各事業年度における工事施工金額を記載した書面
③ 財務諸表
④ 法人税又は所得税の納税証明
⑤ 使用人数
⑥ 定款 等

10．建設業許可の承継（法17条の2）・相続（法17条の3）
令和２年１０月から、建設業法の改正により建設業許可の承継等の制度が新設された。

承継（事業譲渡、合併、分割）は、事前に事業譲渡等についての認可申請が必要。
相続は、建設業者の死亡後３０日以内に認可申請が必要。
どちらも事前に相談を行ったうえでの手続きとなる。

特に承継については、余裕をもった相談が必要（特に入札参加資格を保有する業者の場合
は、承継予定年月日の少なくとも２か月以上前の相談が必要）
事前相談がなかった場合や、相談時期の遅れによっては、承継等の認可が出来ない場合が

ある。
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許可の種類 一　　般 一　　般

営業所に必要
な技術者の資
格要件

一級国家資格者
二級国家資格者

実務経験者

一級国家資格者
二級国家資格者

実務経験者

元請工事にお
ける下請金額
合計

 4,500万円（注1)
以上

4,500万円(注1)
未満

4,500万円 (注1)
以上は契約でき
ない

4,500万円以上 4,500万円未満
4,500万円

以上は契約
できない

工事現場に置
く べき技術者

監理技術者 監理技術者

技術者の資格
要件

一級国家資格者
国土交通大臣特
別認定者

一級国家資格者
実務経験者

技術者の専任
義務

監理技術者資
格者証及び監
理技術者講習
受講の必要性

政令で定める重
要な建設工事の
場合に必要

政令で定める重
要な建設工事の
場合に必要

　注1) 建築一式工事の場合は 7,000万円。 ※令和５年１月に建設業法施行令が改正され、金額が変更。

　注2) 建築一式工事の場合は 8,000万円。 ※令和５年１月に建設業法施行令が改正され、金額が変更。

建
設
業
の
許
可
制
度

特　　定 特　　定

一級国家資格者
国土交通大臣特別認定者

一級国家資格者
実務経験者

　建設業法における技術者制度　

許可を受けている
業種

　　　　　　　　　　　　指定建設業

　　　　　　土木工事業　　　鋼構造物工事業
　　　　　　建築工事業　　　舗装工事業
　　　　　　管工事業　　　 　電気工事業
　　　　　　造園工事業

その他（左以外の２２業種）

　注3)元請の監理技術者に関し、一定の要件を満たす補佐する者をおく場合は、2現場まで兼任することができる。
　　　　(※令和2年10月建設業法施行令)
　注4)一定の要件を満たせば元請の主任技術者が下請の主任技術者が行うべき施工管理を併せて行うことができる
　　　　（下請代金の合計額が4,000万円未満の鉄筋工事及び型枠工事のみ）　(※令和2年10月建設業法施行令)

工
事
現
場
の
技
術
者
制
度

主任技術者 主任技術者(注4)

一級国家資格者
二級国家資格者

実務経験者

一級国家資格者
二級国家資格者

実務経験者

請負金額4,000万円(注2)(注3)　以上

※公共性のある工事で、下請工事 についても該当する。

不　　　要 不　　　要
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令和３年８月１日現在

沖縄振興開発金融公庫 沖縄振興開発金融公庫法（昭和47年法律第31号）

株式会社国際協力銀行 会社法及び株式会社国際協力銀行法（平成23年法律第39号）

株式会社日本政策金融公庫 会社法及び株式会社日本政策金融公庫法（平成19年法律第57号）

港務局 港湾法

国立大学法人 国立大学法人法（平成15年法律第112号）

社会保険診療報酬支払基金 社会保険診療報酬支払基金法（昭和23年法律第129号）

水害予防組合

水害予防組合連合

大学共同利用機関法人 国立大学法人法

地方公共団体金融機構 地方公共団体金融機構法（平成19年法律第64号）

地方公共団体情報システム機構 地方公共団体情報システム機構法（平成25年法律第29号）

地方住宅供給公社 地方住宅供給公社法（昭和40年法律第124号）

地方税共同機構 地方税法

地方道路公社 地方道路公社法（昭和45年法律第82号）

地方独立行政法人 地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）

独立行政法人（その資本金の
額若しくは出資の金額の全部
が国若しくは地方公共団体の
所有に属しているもの又はこ
れに類するものとして、財務大
臣が指定をしたものに限る。）

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）及び同法第1条第1項（目的
等）に規定する個別法

土地開発公社 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47年法律第66号）

土地改良区

土地改良区連合

土地区画整理組合 土地区画整理法（昭和29年法律第119号）

日本下水道事業団 日本下水道事業団法（昭和47年法律第41号）

日本司法支援センター 総合法律支援法（平成16年法律第74号）

日本中央競馬会 日本中央競馬会法（昭和29年法律第205号）

日本年金機構 日本年金機構法（平成19年法律第109号）

日本放送協会 放送法（昭和25年法律第132号）

名     称 根          拠          法

国・地方公共団体以外で公共工事と取り扱う発注機関

水害予防組合法（明治41年法律第50号）

土地改良法（昭和24年法律第195号）

（法人税法別表第１公共法人の表）
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公益財団法人ＪＫＡ

国立研究開発法人科学技術振興機構

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

国立研究開発法人理化学研究所

首都高速道路株式会社

消防団員等公務災害補償等共済基金

新関西国際空港株式会社

地方競馬全国協会

中間貯蔵・環境安全事業株式会社

東京地下鉄株式会社

東京湾横断道路建設事業者

独立行政法人環境再生保全機構

独立行政法人勤労者退職金共済機構

独立行政法人中小企業基盤整備機構

独立行政法人農業者年金基金

中日本高速道路株式会社

成田国際空港株式会社

西日本高速道路株式会社

日本私立学校振興・共済事業団

日本たばこ産業株式会社

日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和59年法律第
85号）第1条第1項に規定する会社及び同条第2項に規定す
る地域会社

農林漁業団体職員共済組合

阪神高速道路株式会社

東日本高速道路株式会社

本州四国連絡高速道路株式会社

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法
律(昭和61年法律第88号）第１条第3項に規定する会社
※通称、ＪＲ四国、ＪＲ北海道、ＪＲ貨物が対象。

名     　　　　称 根       拠       法

建設業法施行規則第1８条
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